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北海道大学 1997.12

組織における知識編集のメカニズム
一一電子ネットワーク・コミュニケーションの事例研究一一

山田仁一郎*

I はじめに スがどのように展開し，いかなるメカニズムに

よって本質的な機能を果たしているのかを，具

インターネットを中心にした情報通信技術が 体的な事例分析を通じて検討を加える。

企業環境におけるビジネスインフラとして急速

に深く浸透している。それにつれて電子ネット

ワークを媒介とした企業の活動が急速に進展し

つつある。ビジネス・システムの中心に電子ネ

ットワークに基づく活動をおく企業も増え，電

子ネットワークの導入を行っている企業は既に

上場企業の過半数を超えている。電子ネットワ

ークなどの情報技術の活用は，企業のコミュニ

ケーションの有効性と効率性の上昇につながら

なければならない。近年，社内外の共有データ

ベースといった数値情報以上に，電子掲示板・

電子メールなどの電子コミュニケーションが，

組織の境界(部門，階層，内外)を超えた夕、イ

レクトなコミュニケーションをもたらすものと

して期待が寄せられている。

しかしながら，そうした電子ネットワーキン

グのプロセスにおいて具体的にどのように知的

な情報資源の交換やコミュニケーションがなさ

れ，ビジネスのコンテンツ(中味)が多様なコ

ンテキスト(文脈)から影響を受げて成立して

いるのかは余り明らかにされていない。今後の

知識社会における経営組織のあり方に大きな影

響を及ぼしていくと考えられている電子ネット

ワーク・コミュニケーションについて，本稿は

特に電子メール技術を活用した企業の商品開発

プロジェクトにおいて，知識を編集するプロセ

*日本学術振興会特別研究員

II 先行研究

1. 知識経営に関する研究

情報革命が進展する高度に成熟した経済社会

において，企業は成熟市場の需要の変化を価値

の多様化の動向として認識し，顧客のニーズに

向けて製品・サービスを提供しなければならな

い。企業経営における組織の競争力について，

既存の経営資源の最適配分といった分析型戦略

の視点ではなく，ネットワークによる経営資源

の新結合といった動的プロセスからの研究が進

められている。それは企業組織を情報処理の構

造としてではなく，新たにニーズとシーズを結

びつけ価値を生み出す知識創造のプロセスとし

てとらえることによって概念化しようとするこ

とである。そこで製品・サービスを生み出す組

織行動を分析するに当たり，その構成要素であ

り，最大の経済的資源である知識に着目する知

識経営の視点が提出されているのである。

知識経営の議論は，テクノロジー・マネジメ

ント，イノベーションと情報の経済学，資源依

存理論，組織学習といった議論の流れを収束さ

せるものとして注目されている (Spender & 

Grant， 1996)。この議論は起源的には経済学に

おける知識及び情報中心の考え方や進化経済

学，認識論に基礎をおいている。初期において

はサイモンなどの人間の認知限界を中心とした
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問題が指摘され，認知科学や人工知能，エキス

パートシステムといったトップの意思決定を巡

って議論がなされたが，全社的品質管理 (total

quality management)の運動が浸透するにつれ

て，問題の焦点は各階層にわたる具体的な職場

の組織メンバーの実装面へとシフトしてきた。

鍵となる問題は，見えざる資産 Ontangible

assets)としての知識の抽出およびその個人(組

織メンバー)と組織的な知識経営の実践との関

連である。

代表的な議論としては野中の組織的知識創造

モデルがある(野中， 1990，1994，1996)。組織に

は各階層の個々人の相互作用(個人レベル，集

団レベル，組織レベル)による知識を創り出す

プロセスがあるとし，暗黙知と形式知の循環に

よって知識変換が行われるダイナミックなプロ

セスに着目した1)。しかし，①情報システムが知

識の質的向上にどのように結び付くのか，②知

識経営を担う組織的メカニズムは具体的にどの

ようなものか，については十分に論じられてい

ない(佳， 1996)。また現在のところ知識経営の

議論は(組織の資源論や株主主権論を踏まえた)

知的所有権関係(Liebeskind，1996)や業界分

析，組織間関係の分析(Badaracco，1991;楠木

他， 1995; Mowery & Oxley， 1996)に多い。

この議論の特徴は，知識移転を巡る分析単位の

設定，測定可能性といった課題から客観的知識

に絞って捉えている点にある。

一企業の組織的メカニズムを中心に知識の生

成や操作を巡る議論は，組織学習理論の議論に

おいてなされている。組織学習とは，個人の単

なる学習の総和でも環境に対する高田哉適応でも

なく，積極的に必要な知識の獲得，伝達に努め

ることで組織行動を改善していくことにある

1 )特に最新の論文では，知識変換のプロセスにおげる

知識と行為をセットで考える必要性を指摘する際

に，物理的空間や仮想的空間，特定の目的を共有し

ている人間関係のメンタルスペースなどの「場」の

問題に着目している(野中， 1997)。本稿は電子ネッ
トワークという仮想的空間の場の内容に焦点を当て

ている。

(Fiol & Lyles， 1984)。特に市場情報の動態を

獲得・流通・解釈・蓄積といった組織学習過程

を通して有意な知識を組織的な記憶 (organ-

izational memory)として共有することが大き

な課題としてとり上げられている。組織学習は

市場に対する情報の獲得・流通・解釈・蓄積と

いう過程を時間の関数として表すことができる

(Sinkula， 1994)。時間の経過に従って市場自

体に関する学習と市場情報を知識として学習す

る過程を踏まえることによって，知識の創造は

意味形成をともなった組織的な市場の理解能力

の獲得，学習棄却を含めた高次学習を行うこと

であるとあらわすことができる。しかし，有意

な情報が組織内の記憶に知識の創造として取り

込まれる際の意味形成のプロセス，時間の経過

のサイクルに関してはあまり分析的には議論さ

れていない。

組織においてダイナミックな知識活動システ

ムを発見し位置づけるためには，幾つかのヒュ

ーリスティクスが必要であるとされる

(Spender， 1996)。それらは①解釈的柔軟性

Onterpretive flexibility)，②境界マネジメン

ト(boundarymanagement)であり，市場場面

との柔軟な接し方と解釈の仕方なのである。そ

れらはGrant(1996)によれば知識創造 (Knowl-

edge Creation) というよりも知識適用/応用

(Knowledge Application) として捉えられる

べきであり，そのための組織的なコーディネー

ションが大切だとされる。この知識適用/応用が

組織の内外に存在する有意な情報と既存の組織

的な知識がつながり，意味形成が行われるプロ

セスなのであり，そのための組織的なメカニズ、

ムの構築こそが知識経営の課題であるといえ

る。こうした学習活動および知識活動の支援テ

クノロジーとして電子ネットワーク・コミュニ

ケーションの役割というものが，広い意味での

情報，知識に対する組織能力の拡張手段として

注目される(吉田， 1994)。

2. 組織における電子コミュニケーションに関
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する研究

電子ネットワークなどの情報技術の活用は，

戦略策定レベルから末端の従業員のモラール向

上までに関連する企業活動の活性化のツール

(神戸， 1995) として脚光を浴びてきた。それ

は電子ネットワーク・コミュニケーションの特

質である制限メディア性がコミュニケーション

の社会的コストを減少させることが期待される

からである(藤本， 1993)。これまで中心的だ、っ

たデータペースなどのデータ共有と検索を中心

とした基幹系の情報の流れに対して，新しく定

着しつつある冗長性や対話性に富むコミュニケ

ーション系を中心とした電子ネットワークは，

縦型，横型のパターンにとらわれないコミュニ

ケーション・パターンの形成，あるいは戦略的

なデザインを司る部分と操業を司る部分の適切

な連動を実現する可能性がある。しかしながら，

電子ネットワークを支える「情報技術は中立的

であって， (中略)それが経営に与える効果が大

きくできる企業は，敢えて一般的に言えば，情

報技術の導入以前に，より高い有効性に結び付

く組織の全体を一貫する活性化した連動的なコ

ミュニケーション体系を持っているJ(森田，

1996， p17)という指摘もあるように，電子コミ

ュニケーションの有用性と効率性は，当該組織

にとってのタスクの性質と，必要な情報の所在

によって左右される(古川， 1996)。このタスク

の性質とは，当該プロジェクトにおいて要とな

る組織的な知力のことであり，必要な情報をい

かに組織内外を通じて電子ネットワーク・コミ

ュニケーションにおいて文脈づけ，価値創造に

向けた意味形成を行うことができるのかが問題

になってくる。

組織に電子ネットワーク・コミュニケーシヨ

ンが浸透してビジネス・インフラ化していくこ

とは，組織境界の議論を含みながら組織デザ、イ

ンの問題につながっている。情報技術をてこに

した組織能力の拡張に関する大きな論点の一つ

は，組織内において「より多くの情報を伝える」

という機能(不確実性の除去)とともに「より

リッチな情報をとらえるJことの機能(多義性
の除去)を内部組織のデザインの問題として提

示している点にある(桑田， 1996)。単なる情報

やデータに対する加工処理ではなく、組織やプ

ロジェクトにまつわる様々な状況の情報に対し

て知的な対処を行うことは，当該情報の意味解

釈を行い，多義的な情報に対して意味を暫定的

に確定していくプロセスである(加護野，1988)。

ここで重要なのは意味解釈とその形成のプロセ

スにおいて，組織メンバーの立場や技能といっ

たコンテキストが異なるために，多義性に対す

る方向'性は強いコンテキスト，弱いコンテキス

トの双方が多様な動向として存在し，多義性は

むしろ拡散的に増幅することが考えられること

である。しかし，ビジネス・システムはそのシ

ステム時間(井上， 1996)であるサイクル・タ

イムから影響を受けることで，r秩序とカオスの

矛盾を『時間』によって解決J(野中， 1996， p9) 
し，多義性を動的な秩序として収数させるので

ある。それはビジネスを形づくるコンテキスト

の中での一番大きな拘束条件である時間的制約

が，空間的な差異を越える電子ネットワーク・

コミュニケーションにおいて解釈上の最大の共

通項や契機になり得るからである。

ビジネス・システムのプロセスは同時並行的

に進行するユニットにより編成されるわけであ

るから，適切な共時性が必要となる。井上はそ

うしたシステムの要素には連結の周期があると

して「システム時聞がサブシステムにおける連

結周期から構成されるとすれば，その周期を操

作することによって進化のスピードを制御する

ことができるJと指摘している。そういう意味

で，最新情報技術による高い操作性と圧倒的な

共時性に支えられた電子コミュニケーション

は，rビジネスシステムの進化を引き起こす潜在

力があるJ(井上， 1996， p38)と主張される。
ただ，井上が行った比較分析は流通型組織の特

徴に関する時間軸を中心にみた進化のメカニズ

ムに過ぎないので，rシステム時間と意味の運動
について精轍な分析を行う必要があるJ(同，



1997.12 組織におげる知識編集のメカニズム 山田 113 (565) 

p38) ことを今後の研究の課題としても挙げて

いる。「情報リズムの統合や同期には，時やタイ

ミングをあわせるだけでなく，意味をあわせる

ことが必要になるJ(松岡他， 1994， p46) とい
う問題がある。限られた時空の制約の中で情報

から引き出す意味の次元の問題とは，情報シス

テムの活用の中で、の広い意味でのコンテキスト

の問題に関連している。それは情報システムに

おいて，基幹系ではなくコミュニケーション系

の流れ，つまり具体的には電子メール等の中で

のやり取りの中にある。それらの内容には資

源・情報を解釈・編集する際に根拠となるビジ

ネス上の組織的な知識の問題が含まれている。

電子メールの利点は，1やり取りされた情報は

再利用・加工が容易でトあること。次に受け手と

の同期の関係が強制力を持たない，つまりそれ

ぞれが独立して動きながらコミュニケーション

をすることができるJ(村井， 1995， pl09)こと
であるとが指摘されている。つまり，電子ネッ

トワークにおいてハード中心のインフラ構築的

な情報化の面では，インターネットなどの通信

技術を用い一定のプロトコル(通信規約)を設

けることによって，独自性，自律性をもった間

柄同士が相互運用性 Onter句operability)を確保

しながら，より高度な知識や技術の支援体制を

創出することに成功している。一方，組織の諸

活動の面においては電子ネットワーク・コミュ

ニケーションを活用して，シームレスに獲得し

接続できる情報をビジネスシステム上の文脈を

形成する複数の知識的な枠組みを編集すること

によってテーマ性のある意味付けを行い，新た

な知識を創出することが課題になってくる。

3. 編集工学的アプローチ

松岡(1996，P.8)は， r編集jを説明するため
に，ラグビーの平尾監督の発言(rたんにボール

を編集するのではなく，プレイヤーの関係を編

集するJ)や梅樟忠夫の「編集者は情報産業にお

ける技師であるJといった言葉を援用する。ボ
ールは情報の意味であり，プレイヤーや技師は

野中(1990)がいうノリッジ・エンジニアにあ

たるととらえることができる。また多様な世界

の情報を新聞，雑誌，テレビや本などのいわゆ

る情報メディアに企画としてまとめ，タイトル

やヘッドラインをつける編集という元来の通念

的な機能も含めて，編集とは「該当する対象の

情報の構造を読み解き，それを新たな意匠で再

生するもの」としている。また言語において言

葉というものが意味の周辺領域に広がりをも

ち，似て非なるイメージの中につながりを求め

て単独でいることができずに存在していること

を指摘している。つまり情報は文脈に依存する

ことで意味を形成するのである。

われわれのコミュニケーションはもともと連

想的なつながりを媒介にした言語ゲームとして

成立している(立川・山田， 1990)。コミュニケ

ーションとは，記号的な情報連鎖によって接続

し，その関係の複雑な動向は慣習を中心とし

た<ルールの群>として認識することができ

る。こうした情報連鎖の活用方法が編集技術で

ある。こうした情報を連想ゲーム的に単に連鎖

させることは<遊び>だが，ここに<編集状

態>の基本が存在する。それに対して「考える」

という情報処理は，<遊び>ではなく意味単位

のネットワークを進行させることである。頭脳

の情報処理の基本は「図と地の分化J(伊藤，
1994)にあるといわれる。進行している思考に

おける主要な領域の情報を「図J(figure)，副次
的な領域を「地J(background)と呼ぶことがで
きる。こうした情報圧縮の基本戦略をとること

によって，人聞は「注意(力)という資源

(attentional resource) Jの有限性を効率的に

配分し，思考に必要な複数の課題を同時進行さ

せることができるのである(高野他， 1995)。こ

のことは一日の出来事を5~6分程度でダイジェ

スト版的に我々が短縮して思い出すことができ

ることを考えれば理解できる。頭脳の中で，編

集力は背景的な情報(地)と図柄的な情報(図)

とを分化させることで，立体的にラベルを付け

ることで意味了解の流れ，テーマのある方向性
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をつくっているのである。

情報は動態を常にする文脈上において論理的

に結合する一方で，その意味形成の成立におい

ては矛盾を抱えた潜在的で多様な資源として組

織内外に存在している。編集は，現場において

組織の戦略的な意図に照応させて，情報や技術

を関連させることによってタイミング良く聞に

合わせ，意味の流れを整える。つまり編集工学

は，広義のコミュニケーションの中に複数の知

識の層 Oayer)あるいは知の仕切り (division)

を見立てる。そのことによって情報の論理的な

連鎖のプロセスのみならず，意味生成的なプロ

セスの微細なつながりに対する操作性を文化技

術として改善，革新することを提唱しているの

である。そうした重層的な知の仕切りは，個人

にも組織にも，そして社会にも存在しているの

であり，情報革命の結果，多元・多様なレイヤ

ーで知識の構造は相互接続され，ゆらいでいる。

その結果として機能優先から意味充実へと差異

化を求める情報の運動が起きており，それらを

可能な限り違いを求めた上で新しい意味に向け

て編集しまとめていくことが必要になる(今回，

1984)。

寺本(1992) は，不透明感の強まる組織にお

いて必要とされている戦略型ミドルの条件とし

て，①新たなビジョン構築力，②シナリオ策定

力についで，③人=情報=エネルギー編集力を

あげている。有効な戦略の実行のためには，シ

ナリオに基づいて複数の場のレベルにまたがっ

て周り(関係者)を巻き込み，多様な要素を結

びつけたり組み替えたりしながら方向性を与え

る必要がある。編集とは，この場合「ビジョン

の『意味』を理解させ，場合によっては『シナ

リオ』を創造的に修正しながら，関係者を一つ

の方向に束ねて変革のエネルギーを高めてい

くJ(p140) 乙とである。情報は文脈に依存し、
組織における文脈は多くのビジネスの場面によ

って成り立っているのである。吉村(1993) は

企業経営者の役割としての編集のプロセスを1)

場面の編集， 2)文脈の編集， 3)時間の編集に分

け，場面を設定し，その場面における“情報の

!I["を時期に沿って意味を浮き彫りにするよう

に整えることの重要さを示唆している。また崖

(1997) は情報システムと組織を統合するため

の議論において「情報の意味は，情報のコンテ

ントとコンテクストが意味的に整合性をもって

はじめて適切に解釈されるJ(p80) ことを指摘

し，情報のコンテントが処理メカニズムに属し

ているのに対して，情報のコンテキストは企業

のもつ編集能力いかんによって意味解釈の成果

が左右されるとしている。だが，これらの議論

は具体的に意味が形成されるための，組織にお

ける内容やテーマ性のレベルでの知識のコンテ

ンツとコンテキストを区別した分析的作業や考

察には踏み込めていない。

4. 既存の研究の示唆と問題点

本節では組織における知識経営の議論と電子

コミュニケーションの議論を簡単に概略してき

た。組織は，個々人の知識を統合するメカニズ

ムとしてとらえられ始めている (Grant，1996)。

このメカニズムには新たなタスクの設定からコ

ンセプトの提案，計画化とその実行，顧客に対

するサポートやプロダクツのメンテナンスま

で，全てのビジネス・プロセスが含まれるがゆ

えに，幅広いコンテキストの整合を行う必要が

ある。先行研究においては，組織は内外の知識

が結集しながら，プロジェクトを立ち上げ，運

営し，成果を収めるプロセスにおいて，電子コ

ミュニケーションを通じたやり取りが不確実性

を削減する情報の収集以外に，メンバー相互の

作用による意味の次元においても中核的な役割

をおいているということが示唆されていた。し

かしながら，知識経営の議論においては電子ネ

ットワークの役割を前提に議論を進めながら，

その実質的な組織メカニズム上の機能と影響力

については十分に実証的に検討されていない。

また組織における電子ネットワーク・コミュニ

ケーションの議論においては，情報のコンテン

ツとコンテキストのダイナミックなプロセスに
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ついて，組織における知識の内容的な問題や具

体的な意味形成といった論点に関しては十分に

分析的には扱われてこなかった。

即時記録性をもっ情報技術である電子メディ

アが組織行動のコミュニケーション系を担うこ

とになっている現状に対応した，組織の価値創

造プロセスの実際的な課題を検討するために

は，今までのコミュニケーション分析以上に情

報や知の弱さのつながり，多様性の動きを捉え

るアプローチを模索する必要がある。なぜなら

ば， rr弱い結び、っき』は『強い結びつき』や規
則的なコミュニケーションパターンとは性質を

異にしているのに，ネットワーク分析の被調査

者や研究者が弱い線を報告することはあまりに

ないJ(Rogers & Rogers， 1976， p145)のに関
わらず，定型的な情報処理を越えて新しい情報

の関係と価値を発見することというのは，創発

性や自発性を基礎にする関係形成のプロセス

(金子， 1992)に他ならない。弱いコンテキス

トというものは基本的に主観的，場面的な知に

左右される。また広い意味での情報の図と地に

あたる状況に埋め込められた知は非常に多岐に

わたる 2)。そうした多義性を当該組織が直面し

ている状況に従って，増幅させたり収束させた

りすること，つまり文脈の流れを合わせる編集

のメカニズムに着目することが必要になる。

そこで編集工学的には電子ネットワーク・コ

ミュニケーションのハード的，インフラ的な情

報化に対応したソフト的な改善を組織における

知識の問題としてどのようにとらえることがで

きるのかという理論的聞いに立ち，次節では実

証研究に向けた研究の枠組みを構築したい。そ

の際のリサーチ・クェスチョンは，第lに「組

織における電子ネットワークの機能は，意思決

定の効率化を図るという情報量やスピード面が

強調されているが，顧客価値に関する知識の質

の面を上げる意味形成的な機能も含まれるので

はないか」という点であり，第2に「電子ネッ

トワーク・コミュニケーションのプロセスは多

様な情報をテーマに沿って体系化し意味づける

ための，知識の交流・編集の過程として捉える

ことができるのではないのか」という点である。

凹研究枠組みと研究方法

1. 編集概念における意味形成と意思決定

本研究においては，電子ネットワーク上での

コミュニケーションに対する分析フレームワー

クとして，情報を編集するという観点、からその

言語活動には意味形成プロセスと意思決定プロ

セスがあると考える。つまり，サイモンに従っ

て広義の意思決定過程を情報活動(intelligence

activity)と設計活動 (designactivity)と選択

活動<Choiceactivity)分けるとすれば，その指

摘にもあるように狭義の意思決定として選択活

動をとらえ，それ以外の諸前提の伝達過程を「意

味形成 (sensemaking) Jの過程と考える(図表

1)。

データ・情報の共有体制を敷き「知の交流・

創造」のためのプロセスを考えるにあたって，

情報を定義する必要がある。情報(informa ti on) 

とは，いくつかの代替的選択の集合(セット)

の中から一つを選び出すという状況において，

不確実性に影響を及ぽす物質・エネルギーの組

み合わせの差異(Rogers，1983， p213)である。

よってここでは知識(knowledge)を，差異の比

重が変わり，意味の夕、イナミクスが規定され，

情報を体系づけるための仕切りであり，常にテ

ーマ性をもって編集 (editing)され続けている

意味の枠組みとして定義する。なぜならば， r知
識は生きている……なぜならば，絶えず、変化し

ているからだ……それを移転する最善の方法

は，人間の相互作用であるJ(Schrage， 1990， 

p.262) と考えられるからである。

よって，ここでは広義の意思決定の前提とい

2 )広義の学習の文脈における「知の在処」に関する議 うものについて価値前提と事実前提という 2つ

論についてはLave& Weng巴r(l991)を参照。 に分けるのではなく、意味的情報と形式的情報
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図表1 広義の意思決定過程と意味形成概念

という区別をする。情報の形式性と意味性をセ

ットで知識という枠のもとで操作することを編

集(editing)と呼ぶ。編集とは，異なる時間や空間

(環境)や意識といった文脈がある情報を意味

と関係の発見をする観点から，流れやすく照応

させて，接続し同時進行させることである(松

岡， 1991)。意味形成プロセスとは，主に情報の

冗長的で主意的な側面を扱い，多様な文脈に照

応させながら接続し，意味を変容させていくこ

とで情報を多義的に分類づけることであり，動

的な技法であるといえる。狭義の意思決定プロ

セスとは，分類され文脈づけられた情報を選択

することであり，静的な技法であるといえる。

編集プロセスというものは，意味形成プロセス

と意思決定プロセスがそれぞ、れ情報の多義性を

相反するベクトルにドライブFをかける中の動的

均衡モデルとして示すことができる(図表1)。

2. 知識編集のプロセスー研究の分析的枠組み

次に組織における編集の機能 (function of 

editing in organization)について検討する。組

織における編集機能には，意味形成プロセスと

意思決定プロセスとがあり，それによって知識

が創出される。意味形成(sensemaking)とは，

編集対象の多義性を増幅させていくことであ

る。意思決定(decisionmaking)とは，編集対象

の多義性を縮減させていくことである。知識編

編集プロセス
(editing process) 

意柵成プロセス 意思決定プロセス

図表2 情報区分と編集プロセス

集(knowledgeediting)とは，様々な編集対象に

対して意味形成と意思決定を反復することによ

って，状況的な意図に従って全体としての知識

の質を高めていくことである。よって，組織に

おける知識編集のプロセスは，意味形成プロセ

スと意思決定プロセスの動的な均衡バランスを

軸にしながら，知識を創出させる編集プロセス

をプロジェクトなどの具体的な組織活動の基盤

となる知識基盤をリソースとしながら進展させ

ていくことである。

組織における知識編集プロセスは，多様な編

集対象である技術知，市場知，経営知の3つの

知識を組織的な知のテーマ性の中に編集するプ

ロセスである。この編集対象としての3つの知

識とは，多様な経営資源を情報として体系的に

意味づける知の仕切りのことである。技術知(技
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編集プロセス

意思決定プロセス

図表3 3つの知と編集概念

術的知識)とは，製品・製造工程，素材・部品

などに関する知識のことである。市場知(市場

的知識)とは，顧客やそのニーズ，競合などに

関する知識のことである。経営知(経営的知識)

とは，事業計画，コスト管理，進捗管理などに

関する知識のことである(図表3)。

具体的なプロジェクトの進行する時系列に従

って，様々な知識のレイヤーから情報を収集・

蓄積しながらそれを編集し，つまり意味形成プ

ロセスと意思決定プロセスのベクトルが相反し

ながらも相互補完的な機能を組合わさることに

よって，組織における知識の編集活動が成立し

ていると考えられる。

以上のようなことから，本研究の分析的枠組

みは次のように設定することができる(図表4)。

組織における知識編集のメカニズムは，不確実

な市場環境下において，企業組織の内外にある

市場環境

様々な情報を，内外のメンバーがそれぞれの専

門性のある知的基盤を駆使することによって知

識の流れに変換する。意味形成プロセスと意思

決定プロセスは，価値を創造するためのタイミ

ングに応じて動的に多義性の増幅と縮減のバラ

ンスをとりながら，異なる知識のレイヤーや仕

切りを越えて必要となる情報のデータや意味を

交流させ，新しい製品・サービスが産出される。

その際には電子コミュニケーションと対面コミ

ュニケーションが相互補完的に機能することに

よって，様々な属性と性質をもっ↑青報を編集す

ることが可能になる。

3. 内容分析と電子メールの研究

「内容分析」は， 1950年代以降を主としてコ

ミュニケーション研究の分野で開発・展開され

た調査手法である。「明示されたコミュニケーシ

ョンの内容を客観的・体系的かつ定量的に記述

する調査技術JCBerelson， 1952)，あるいは「デ
ータをもとにそこから(それが組み込まれた)

文脈に関して反復可能でかつ妥当な推論を行う

ための一つの調査技術J(Krippendorff， 1980) 
と定義されている。その特徴は，日常の社会的

行動など構造化されていない素材を，文脈やシ

ンボルを含めて分析を可能とさせる点にある。

反面，大量のデータ処理が必要になること，プ

技術知

経営知 トト([プロダクト|

市場知 川 II 

意味形成 II 

知識編集のプロセス | 士サ言百コミュニケーション | 

図表4 研究の分析的枠組み
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ロトコル・データを入手する，もしくは作成す

るコストが大きいというデメリットも持ってい

る。例えば，録音，録画したものをデータ化す

るコストは非常に大きい。海保・原田 (1993)

によれば，この場合のプロトコルとは， r人が自
分自身の知的営みについて語ることであり，そ

の記録Jである。つまりコミュニケーション主
体が自らの発言行為を自己言及的に組織の中で

相対化しようとする発言行為であり，その記録

のことを示している。

この内容分析を組織論の調査研究に用いた例

としては，野中他(1990)がある。その際には

「新たな意味の創造は，いずれにせよなんらか

の言語的な『関与(コミットメント).1によって

成されるという観点、J(p.3)から組織内における

言語行為に基づく「形式知Jと「暗黙知」の変
換手段としてのメタファーについて着目し，実

際の議事録をデータとして行われた。分析から

の洞察としては，コンセプト創造のための集団

による対話(議論)において，メタファーによ

る相互作用が概念化活動にとって重要であると

いうことが確認された。本研究では，事例のプ

ロジェクト組織においてグループウェアや

UNIXシステムを通した交わされた電子メール

をプロトコル・データとして扱っていく。

こうした電子メールのログ分析には，金子

(1996)による関西・淡路大震災に活用された

コンピュータ一通信についての研究がある。電

子メール分析と業務とコミュニケーションの流

れについて，この研究(1996，p4)によれば「電

子会議室でのやりとりは『ログ(交信記録).Jと

してすべて記録に残っている。われわれは，と

くに，ログの中のコメントチェーンに注目する。

コメントチェーンというのは，電子ネットワー

ク上の情報交換において，だれかの発言に対し

てほかのだれかがコメントをつけ，その発言に

対してまた別の人がコメントして・・・・とい

う具合にひとつ前の発言に言及しながら伸びて

いく『発言の連なりJのこと」であると述べて
いる。この研究はヴォランタリー組織の生成状

態を中心とした定性的な分析であり，r自発的な
ネットワークが形成されるプロセスを研究する

ための新しい手法の提示jを目的にしている。

それに対して本研究が扱っているのは，制度と

しての確立された企業組織において，知識の伝

達・相互作用・創造が電子ネットワーク・コミ

ュニケーションというインフラに支えられなが

らどのように情報や知識の編集プロセスが起き

ており，組織的メカニズムとして機能している

のかについて分析的焦点を当てようとしてい

る。

4. 分析単位の設定

情報通信ネットワークが導入された組織にお

いては， rメーリングリスト(一斉同報，以下ML
とする)J， r電子掲示板(ディスカッションボー
ド)Jを軸に準自律的作業集団が存在している。

メンバーは流動的に，多様な情報や知識資源の

流通を電子メールのやり取りとしてシームレス

に行二っている。

こうしたメールの分析単位の設定にあたっ

て，言語行為論に基づくの発話の内容分析

(Kraus， 1989)を参考にした。集団による知の

編集プロセスの実証分析にあたっては，大枠と

なる分析単位は電子ネットワークにおける参加

者のメール一通(発言)を発話(ステートメン

ト)として考える。内容分析のプレームワーク

は，基本的には言語学の分野でオースティン

(1960) らが提唱した「言語行為論jに準拠す

るものである。内容分析における単位を定義す

る方法には，物理的単位・言及単位・命題単位・

テーマ単位，などがある。

本研究では「実用論的内容分析」をとりあげ，

「効果があると考えられる発話の回数を数え

るJという主観的な定量化の方法を採用する。
つまり，言及単位として単なる命題単位をとる

と，その言葉の記号が二回出ていれば 2カウ

ントとるのに対して，ここでの言及単位は，意

味単位であり，言及された連なりが一段落で成

立していると考えられるあれば，それで1カウ
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ントとして数える。繰り返しが明らかに有効で

あれば 2カウントとする。

電子メール内

の発言情報

意味形成系言及

(価値前提・意味情報的)

課題提示(プロジェクトの懸案事
項)、確認、質問(テーマ追求型の
発言)、未確定のアイデア、士気高
揚のための発言、発言者自身の主体
的文脈、否定的評価など

意思決定系言及 」多義性の増幅
(草案前提・形式情報的)

指名(指揮命令)、説明(プロジェ
クトの決定事項)、提案の受容、問
題の確認、スケジュールなど

多義性の縮減

図表5 発言における言及の識別分類

Date:Mon， 29 Jan 96/17湖 :40JST 

From:Tarou Yamadaく** * @bug.co.jp> 
Message.ld: < 960 1290848. AA 12488@moo.bug.co.jp> 
To: * * * @bug.co.jp， * * * @bug.co・lP
Subject:WWW down loader 

Cc: * * * @bug.co.jp 
仮名 Bです。

パイスの新年会で話題になったWWWのダウンロ

ーダの件です。

最近WWWのサーバを立ち上げたりして遊んでい

たら、 webcopyという UNIXで動く PDSを見つけまし

た。このプログラムはほぼフルスペックの機能を持

っています。ファイルの時刻を比較しながらアップ

デー卜もできます。無い機能は、同じサーバをURLの

フルパスで指定している場合、相対パスに変換して

くれない程度です。

例にwww.bug.co.jpを丸ごとコピーしてみました。

オプションは複雑ですが、以下のような感じになり

ます。

webcopy刊 tO-af .whtdocs/bug http://www.bug.co 

jp/index.html 

物は、 omphalos:/home/pub/net/にあります。

ただ残念ながらwebcopyはperlで記述されている

のでそのままでMacやWindowsでは動力、しません。

暇があったら、 Cに移植しょうかと思います。と

いってもPerlから Cですから殆んど書き直しになり

ますが。

P.S. 

同じwww.bug.co.jpのサーバ内なのに、 URLのフル

パスを使用しているファイルが何個かあります。他

のサーバと共有していないなら相対パスにした方

がよいでしょう。

では

図表6 通常の電子メール

電子メールの一通が出されたことを「発言」

と呼ぶ。その一通の電子メールの内容において，

実質的に言及が意味単位として成立している場

合を「言及」と呼ぶ。こうした言及情報の分類

は，言及内容を知識編集の考え方に従って，意

思決定系情報(形式的情報)と意味形成系情報

(意味形成的情報)とに区別したものである。

言及についてのグレーゾーンの部分は，最終的

にはあくまで調査者の判断で分類したが 2つ

の識別指標は次のような設定することで区別し

た(図表5)。

5. 分析の方法

(1)発言分析

本研究において行った電子ネットワーク・コ

ミュニケーションの事例分析の方法は，次のよ

うな手順に従った。

まず事例研究対象の企業から，特定プロジェ

クトおよび社内の電子ネットワーク・コミュニ

ケーションの生の状態のテキストデータを，一

定期間分に限定して電子メール等の方法によっ

て提供を受けた。この状態での電子メールのデ

ータ(図表6)は，時系列状もしくはコメント・

ツリー状に並べられている状態であった。これ

らのデータを統一的に時系列的に並べ替え，メ

ーJレの受発信時刻とメールのタイトル，メール

の発言者名に限定した表を作成した。

個々のメーlレについて内容に従って，前項の

分析の枠組みで示した3種類の知識(技術知，

経営知，市場知)に分類して表を再作成した。

メールの内容には新しい話題を発言として提示

する電子メールと，それに対するコメントのメ

ールに分けることができる。また，内容的に連

続性があっても，前発言に対するコメントであ

ることを明示的には示していないメールも存在

する。次に明示的なコメント関係のある発言同

士(電子メール同士のコメントチェーン)を図

表上で接続して，異なる知の属性聞においてど

のような相互作用の推移があるのかを図表化し

て把握した(図表7)。
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図表7 コメント・ネットワーク

こうした発言がプロジェクトの各開発段階に

おいてどのように知識の種類別に量的に推移し

ているのかについて調べた。プロジェクトの開

発段階の区分け，知の3分類のための発言者のプ

ロジェクトにおける実質的役割については，技

術的な制作の流れや販売計画の進展等の流れか

ら設定して，対象企業のプロジェクトのリーダ

ーから確認をとった。

(2)言及分析

電子メールの内容は，基本的にテキストであ

る。そのテキストの内容を基本的にプロジェク

トの内容に即して，主観的にではあるが前項で

あげたような分析単位の設定に従って，言及内

容として意思決定系情報(形式的情報)と意味

形成系情報(意味的情報)とに区別した。それ

ぞれを各発言(電子メール)一つ一つに対して

数量化した。

数量化された言及の推移を発言分析と同様に

プロジェクトの各開発段階においてどのように

知識の種類別に量的に推移しているのかについ

て調べた。この方法を意味形成(sensemaking) 

と意思決定 (decisionmaking)という分類に従

って以下ではSM/DM分析と呼ぶ。

IV ケース分析

電子ネットワーク・コミュニケーションを実

際に組織運営に活用している企業について，内

容分析の手法を用いて，次に具体的な事例分析

を行う(事例のプロフィール等の作成は，イン

ターネット上のホームページに開示されている

データ，また広報室から提供していただいた社

内資料およびインタビュー調査の内容を基礎に

している)。

1. 会社の概要と事業

株式会社ビー・ユー・ジー(以下， BUGとす

る)は， 1980年，北海道大学大学院在学中に同

級生が4人で設立したシステムハウスである。

マイクロコンビュータのシステムプログラムを

早くから園内で開発し，その後多くのプラット

フォームでの製品開発を経験し，近年では

Apple社のMacintoshを利用して新しいハー

ドウエア，ソフトウエアを開発している。さら

にそこで、培った技術を結集させて，さまざまな

システムの開発を実現している。

BUGは，ルータ，ネットワークサーノfなどの
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ハードや編集・出版などのハイエンドDTP

(Desk Top Pubilishing)システムの開発，

Power Macintoshの総合開発環境の提供，グル

ープ・ウェアや画像処理など幅広い分野を手掛

けている。また，最近では暗号化技術の分野で

も注目を集め，セキュリティ・システムの開発

も行っている。ローエンドのニーズに答えてい

くことで規模の経済を実現しコストリーダーシ

ツプをとるのではなく，ハイエンドのニーズを

狙っていこうという戦略的方向性を基本的にも

っている。よって，あくまで技術力を使うニッ

チ戦略として積極的に高解像度画像処理や，ネ

ットワーク関係についてISDNの普及などに合

わせて，商品開発を中心に事業を展開している。

現在のところプロジェクトの開発志向性は，

大きなシステム志向とエンドユーザーの声を聞

く製品を作りたいという双方が両立して存在し

ている。具体的には前者は，大日本印刷とのコ

ラボレーション製品であるハイエンドな印刷製

本用ワークステーション WMicroPageSystem.l

やNTTとのコラボレーション製品であるマル

チプロトコルルータ WMNI28.1である。後者の

製品が今回開発プロジェクトを採り上げる

WPerMan-Surf波乗野郎』である。

BUGは，技術者が構成員の大半をを占めてお

り，技術に対する多様な思い入れと価値観，美

意識を重視している。締め付けるようなルール

を制度化するよりも，原則として新しい仕組み

は積極的に取り入れ，その中で弊害が生じるの

であれば，また修正しながらBUGらしさを見い

だしていこうという大きな基本方針を持ってい

る。「エンジニアの自己実現は面白いものを作る

ことであるJという基本理念に基づき，できる

だけ計画性よりも創発性を重視した研究開発を

行うという側面がある。そのための勉強会，サ

ークル等の活動は積極的に予算がつき，支援さ

れる。

BUGでは最重要かつ組織的な意思決定手続

きを除く，すべての事務手続きを基本的に

UNIXによるグループウェアで電子化してい

る。開発だけでなく社員全員に最低1人1台のマ

シンが与えられて全員がネットワークに接続可

能な環境を構築している。そうしたネットワー

クシステムを利用することで，階層が少ないフ

ラットで極めて自由でオープンな組織形態とな

っている。その支援体制として採用している制

度には，コアタイムなしの「完全フレックスタ

イムJ，在宅勤務を可能にする「フレックスプレ
イスjがある。

2_ 商品開発プロジェクトの概要とタスク特

性，組織特性

(1)商品特性一 iPemanSurfer 波乗野郎」

96年 4月19日の日本経済新聞(地方経済面)

と日経産業新聞にとりあげられたように，1波乗

野郎プロジェクト」において開発された製品は

次のようなものである。このソフトはあらかじ

め指定したアクセスしたいインターネットの複

数のホームページのアドレスを入力しておく

と，ホームページに自動的にアクセス・接続し，

その内容をすべて自分のパソコンのハードディ

スクに取り込んだうえで，回線を自動的に切断

する仕組みである。接続時間が最小限に抑えら

れ，通信コストの削減につながる。公衆回線を

使ってインターネットに接続している利用者を

主な対象にする商品である。利用者は通信回線

を切断してから，通信料金を気にせずにホーム

ページを見ることができる。二回目以降，同じ

ホームページにアクセスする場合には，内容が

変わっている場合にのみデータを取り込む。こ

の種の自動ソフトはパソコン通信ではすでに製

品化されているが，インターネットのホームペ

ージを対象にしたものは国内では初めてだっ

た。

(2)プロジェクトの発案プロセス

この「波乗野郎Jのプロジェクトが始まる発

端は， 1995年くらいからいろいろな場所でイン

ターネットの話をする機会が増えていた服部前

社長が1996年の新年会の席で「なんとかWebを

持って歩けるような便利なツールはできないか
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なあ」という話を，開発のメンバーにこぼした

ことにある。最初は「できませんよそんなもの，

今忙しいんだしjと断られていたのだが，兄弟

会社ノfイスの在宅社員として働いているエンジ

ニアが後から聞きつけて，1一週間もあればでき

ますよJと言いながら， Mac， Window8， UNIX 
の各osで動くソースコードを書いてしまった。
このソースコードが製品の初期プロトタイプと

なる。だが，まだ商品としての性格付けはされ

ていないプログラムであった。そのプログラム

が社内のサーバ内におかれ，新年早々のエンジ

ニア同士の電子メー1レのやり取りの中で話題に

なっていった。

(3)開発のタスク特性

最初は市場性があるかどうかもわからないと

いうことで開発が保留されていたが，そのプロ

トタイプを見せてもらったプロジェクト・リー

夕、-A氏が興味を持ち，専用線だけに対応した

ソフトだったのを，一般回線で接続できるppp

(通信インターフェース)に対応させ，欲しい

ファイルだけを選んで持ってこられるように変

えようとコンセプトの再提案がなされ，現在の

製品仕様の基本的な性格が与えられた。

そこからは製品に対する夢がどんどん膨らん

で，機能をもっと変えようとか，ユーザーはこ

んなことができると便利と感じるのではないか

と，アイデアを出し合うようになった。途中か

らこの企画を中心的に推進したプロジェクト・

リーダーA氏が最も商品化の過程で気をつけた

ことは「インターネットの世界は動きが早いの

で，もたもたしているとせっかくのアイデアも

ダメになりかねません」という点であった。よ

ってソフトウェアの開発としては極めて異例の

スピードでプロトタイプの進化版の制作にまで

至った。

だが社内においてはこの「波乗野郎プロジェ

クトJが公式的な位置を占めていたわけではな
かったため，オフィシャルに十分な予算等の資

源配分が行われたわけではなく，組織における

プロジェクトの内部不確実性は非常に高かっ

た。BUGのプロジェクト運営においては兼任が

行われること自体は珍しいことではないが，こ

の開発を担当した約10人のメンバーは，それぞ

れ他に優先的に担当しているプロジェクトがあ

った。

しかし，それぞれのプロジェクトが終わるま

で、待っていたら半年先になってしまい，重要な

市場参入機会を逃す可能性がある。インターネ

ットの羽市TWブラウザ一関係の市場変化，競合

状況は非常に激烈なものがあるのである。そこ

で，多少無理してでも始めてしまおうというこ

とになり 4月くらいから仕事の合間，手が空

いている人たちを含めた流動的なメンバーによ

って，追加的な製品化の具体的な作業が進めら

れた。プロジェクト・リーダーのA氏は， I僕も

2年くらいプログラムを書いていなかったんで

すが，現場復帰して土日や夜中にやっていまし

たJとその開発納期の圧力の厳しさを指摘する。
インターネットのダウンロー夕、ーというアイ

デアは，社内知的所有権管理部の検索の結果，

いくつかの海外競合他社があることがわかっ

た。またその中の何社かはすでに撤退している

ところもあることがわかった。その不成功要因

は技術的な壁よりも機能特性にあると考えられ

た。よって，いかに顧客密着型のユーザーイン

ターフェースと機能操作性を与えることができ

るのかという開発上のテーマは波乗野郎プロジ

ェクトの商品化の成否を非常に大きく左右する

ポイントであった。そのためにA氏は，顧客と同

じ環境をわざわざ自宅につくることによって，

その日に追加された機能をテストするコーディ

ングを行二った。

もう一つのポイントは機能操作性に関するユ

ーザー・ニーズをどれだけ幅広くつかむことが

できるかにあった。この点はBUG社には今まで

積み重ねてきた知識の蓄積があった。ロングヒ

ットの商品について顧客を中心としたMLを聞

いたり，商業ネットのニフティサーブ上でフォ

ーラムを聞き開発メンバーがシステム・オペレ

ーターを果たして，アフターサービスもかねた
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顧客との豊富な対話を持つなどの組織的能力が

発揮された。これによって，製品は非常に専門

的な狭い範囲における技術的知識の成果である

とともに，顧客との頻繁なやり取りによって，

ヴァージョンアップを繰り返した。また正式の

リリース前からコンピューター業界でずいぶ、ん

話題になったため，具体的な機能に関するアイ

デアを広く集めることができたというメリット

もあった。それについてA氏は， Iβ版をリポー

トした記事などは使い勝手のいい点，わかりに

くい点をリポートしてくれていたので，自分で

読んでも楽しめました。開発している側からす

ると，ごく当たり前と思っていることが一般ユ

ーザ、ーにとってみるとわかりにくかったりする

ことも多いのですよね」と説明している。

(3)プロジェクト組織特性

プロジェクトの運営形態は文鎮型の薄い 3階

層の組織構造の中に自律性の高い形で埋め込ま

れている。今回の商品開発に当たったプロジェ

クトの人員規模もコアとなるメンバー 3人程

度，プロジェクト遂行にあたったメンバー数が

全体で10人程度である。電子コミュニケーショ

ンの形態としては， BUG社は操業以来，複数プ

ラットフォーム間でデータ共有が容易なMLを

主要な手段として使用している。

MLの最大の特徴は，リストのメンバーには

ダイレクトに他メンバーのメールが来ることに

よって，受動的な状態でも参加可能，情報共有

がなされるところにある。それに対して電子掲

示板は，能動的にアクセスしないとグループ参

加はできない。こうした電子コミュニケーショ

ンの使用の一般化における特徴は，職場におけ

る個々人の関係，個人やチームの活動の特性に

著しい影響を与える(古川， 1996)。情報技術導

入の歴史が長いBUG社では，電子ネットワー

ク・コミュニケーションを社内の情報流通の基

盤とすることの特徴を考慮し，その特徴に対応

するためにプロジェクト推進室を設け，定期的

(2~3週間に一度)に技術者にヒアリングをと

ることによって，対面コミュニケーションを取

り入れるなどの工夫をしている。

3. 開発の過程と内容分析

(1)開発の過程

電子メールの内容分析に当たり，プロジェク

トの立ち上がりから正式製品版が出荷されるま

での技術的なステップについて述べ，続いてそ

れ以外の製品化のステップについてみていく。

まず， UNIX用のATエンジン(自動的にweb

serverからデータを取ってくるプログラム)を

技術者B氏が社長用に最初の試作版として作成

する。そのプログラムをもとにプロジェクトリ

ーダーA氏の指示の下に，市場性の考慮をしな

がら具体的な製品設計案がつくられる。それに

基づいて仕様が作成される。その仕様に従って，

ATエンジン，フィルターとオプション，ユーザ

ーインターフェースの作業分担が時間的には並

行して進行される。それから市場性を考慮した，

各プラットフォームに対応するプロトタイプに

ついて社内テストとデバッグが行われる。機能

の確認を経て試作版であるβ版をBUG社の

HomePageにて公開する。ここからソフトウェ

ア関係の出版・広告業界や先進的なユーザーと

の電子メールによる対話が始まる。それをもと

にデ、パックを行い，インターフェース等の改良

の後に，短期間で濃密な作業が進展し完成する

(図表8)。

β版をHomePageで公開した頃から並行して

販売プランの作成が始まった。販売プランの概

略が絞り込まれると，全体の製品版の販売計画

についての検討が行われる。それに沿った形で

販売システムの設計と開発が行われる。販売シ

ステムについても社内テストとデ、バッグが行わ

れてから，会社ホームページ上にインターネッ

ト上での直販の庖が作成される。ここまでが実

質的に3ヵ月という期間で行われる。

詳細には，イメージキャラクターをデザイン

し(数日)，マニュアルの制作を行った(話があ

ってから約1週間で完成)。 β版のリリース時か

らはソフトウェア関係の出版・広告業界に製品
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凶器産g l!iIJ作フロー

図表意 販売フロー

評舗についての宣訴活動を行い，製品鍛を公認

する。こうした…連の活動が基本的に篭子メー

ルを中心として遂行さ3れる。 BUG社が手がけて

いる灘常規模のプロジェグトでは，パンフレツ

トデザインやマニュアルの総枠はどんなに早く

ても最抵1ヵ月はかかることを考襲撃すると，今期

のプロジェクトがいかにスピードを議読して進

められたかが推察される。ぞれはこの披乗野部

プロジL クトが，異例JO)早さで開発が行われた

こともさることながら，そのほかのパッケージ

ングなどの待業も顧客がインターネット

本的に購繋が可能な製品デザインにしたことに

BUG 技術知 経営知

立ちたげ(1/29-2/12) 9 (3.3) 11(4.0) 

開発(2/12-3/4) 11 (4.0) 1(0.4) 

リヲース坊主投(3/5叩3/26) 14(5.1) 17(6.3) 

検討3/26-4/14) 52(19.1) 

仕上げ(4/14-4/30) 6(2.2) 38(1ι0) 

(集計} 54 119 

よって，極めて短期開の進行が可能になった(図

表的。

(2)内容分新

プロジェクトむ立ち上がりから製品が正式記

荷されるまでのプロセスを 5つの投階に区別

し， ットワーク・コミュニケーションの

内容分析をする。内容分事?によるプロジェクト

のメール?と関する分析データの数値は，国表10

のようになる。この開発の各期関は，立ち上げ

期の2遺贈を別にすると約3週開づっで構成会

れている(図表10)。

目立ち上げ期のi村容分析

市場知 {集計) 意思決定 主意味探索 {集計)

4 (1.5) 24(8.8) 44(4.0) 35(3.2) 79(7.3) 

Q 12 (4.4) 3主(3.1) 15(1.3) 49(4.5) 

7(2.6) 38(14.金) 74 (6.8) 41(3.7} 115(10.6) 

52(19.1) 118 (43.4) 232 (21.3) 356 (31. 8) 578 (53.2) 

36(13.2) 80(29.4) 155(14.2) 111(1仏2)1266(24.5) 

99 272 539 558 1087 

図表10 プロジ;r::クトのメール数値{議狐内iま集計からの比葉銀)
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「立ち上げ期」は，製品開発のコアメンバー

やコンセプトが決まってくる方向付けのメール

のやりとりが主となる。期間は， 96年1月29日

~96年2月 12日である。メールの内容は， UNIX 

用のATエンジンが， PDS(Pubilic Domain 

Software)をもとにできた旨を伝える「新年会

で話題になったWWWのダウンローダの件で

すjというエンジニアの発言から始まっている。

そこからすぐにUNIX以外のMacintoshやWin-

dowsといったプラットフォームに移植した際

の工程数やその市場性について，プロジェクト

の運営上の全体的なコンセプトが定められる。

そして基本的な設計や製品仕様の見通しが意思

決定されていく。その際，基本コンセプトがコ

アメンバ一間で具体的になってくるために，1一

体，これはどういう意味(顧客価値)があるだ

ろうか?Jという主旨の発言がなされる。結果

として，市場'性についてもゼ、ロからの検討がな

される。

この立ち上げ期は，前半と後半に分けること

ができる。それは中心となる発言の内容がSM/

DM分析的に非常に特徴があるからである。立

ち上げ期の前半は，意思決定系の言及が多い。

これは「技術的にこういうことが機能として可

能になる」という技術知の発露と，それに対す

る経営知のコメントといった 2種類の知識聞の

交流が中心となっているためである。それに対

して立ち上げ期の後半は意味形成系の言及が増

加している。これは市場知と経営知との交流の

中で，プロジェクトとしての成立の検討が進む。

プログラムに IAuto Surfer Jという仮称などが

つけられ，社内でのサーバ上での設置場所が決

まる。

ただ，この期間全体の割合としては，意思決

定系言及=55_7%，意味形成系言及=44_3%と

それほど大きな差異はない。 3つの知識聞にお

いて比較的ノTランスのとれた交流がなされる。

2)開発期の内容分析

「開発期Jは，開発の中心を担うメンバー聞

のやりとりが中心となる期間である。期間は，

96年2月 12 日 ~96年3月 4日である。この期間では

技術知が中心となる。技術的な経過報告が中心

をなすため，メールの内容としては意思決定系

の言及が69-4%を占めている。また全体に占め

るこの期聞にだされたメールの発言数は4-4%

と非常に少ない。しかし，技術的には設計と製

品仕様に関するイメージがA氏を中心にまとめ

られている大切な時期である。その他に大きな

トピックとしては，併走する他プロジェクトと

の兼ね合いが調整されたことである。

開発期全体としての内容分析は， 69_3%を意

思決定系の言及が占め，かつ技術知が全体の

91.6%を占めるなど，電子ネットワーク・コミ

ュニケーション上では，技術知が際立つてイニ

シアチブをとる期間であったことがわかる。た

だ，技術的な問題解決事項から決定事項への流

れは，在宅勤務のエンジニアとのやり取りを別

とすれば， BUG社内のワンフロアーで暗黙知の

共同化的3)に作業は進行する。「開発に集中する

時期は，やっぱり『おいー』とすぐ横に声をか

けられることも重要ですJ(プロジェクトリーダ

-A氏談)。
3)リリース助走期の内容分析

「リリース助走期」は，開発のコアメンバー

に販売，広報，ユーザーなどの関係者が加わっ

て，異なる知識聞の交流が深まりながら，広が

っていく期間である。期間は， 96年3月 5 日~96

年3月26日である。

この期間は 3つの段階にわけることができ

る。まずリリース検討段階 (96年3月 5 日 ~96年

3月7日)である。ここでは， GUI(グラフィック・

3 )特に技術的に複雑な共同作業が含まれる場合，同じ

物理的なペースを共有しながら，アイデアやイメー

ジをこまめに伝え合うプロセスは，野中らが指摘す

るような獲得した知識・情報を自己の内部から共同

作業者へと伝授・移転する暗黙知の共同化であると

考えられる。本稿は対面コミュニケーションについ

てはインタビューを通した予備的な議論にとどめ，

電子ネットワーク・コミュニケーションの知識編集

の役割に焦点を当てているが，対面コミュニケーシ

ョンとの相互補完的な知の編集プロセスについても

現在調査中である。
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ユーザー・インターフェース)などの分業体制

について順次決められていき，ライバル商品と

の比較などが行われていた。また，製品名も「波

乗野郎」と内定する。 SM/DM分析によると，

65.7%が意思決定の言及が占めており，技術知

と経営知の交流によって，開発期に概観が定め

られた製品の設計と仕様に従って，その製品と

しての理論的には出荷できる状態が目指されは

じめる。実際の進行は，プロジェクトリーダ-

Aが全体のイメージを描いた設計と仕様に従っ

たコーディングをMac版についてを書き，それ

を見聞きしながら他のメンバーがWindows版

のプログラムを書いた。もっと小さな単位のモ

ジュールに関しては，さらに細かく各自で分担

された。

2つ目の段階が， β版リリース段階 (96年3月

8 日 ~96年3月 15日)であり，上記に多様なユー

ザーが加わり始めている。SM/DM分析では，意

味形成系の言及が54.9%と占めているが，技術

知と経営知と市場知がほぽ措抗して相互作用を

与え合っている状態であるといえる。その結果

として， POWERSTORE4lで rPerMan波乗野

郎」を取り扱う予定とのアナウンスがなされる。

かねてから，懸案であったPerManシリーズの

キーウェア 5lとして電子決済関係についての議

論が始まる。セキュリティの問題や決済の問題

を踏まえながら， BUG WWWサーバからの

PerMan波乗野郎プレビュー版ダウンロードに

表示されるライセンス案が示され，販売プラン

4) POWERSTOREとは， BUGが提供する通信販売を
中心としたメーカー直販チャンネルで郵送・FAX.
NIFTY.Serveでのオンラインオーダーの販売シス
テムであり， WWW上に開店している。
5 )キーウエアとは，顧客がWWWサーバからfPerMan
Surfer波乗野郎」のプログラム本体を無償で入手し
インストールし，試用期間の一カ月が経過するとプ
ログラムを動かすことができなくなるが，ライセン
スの購入を申し込むと受付番号がわかり，支払いが
確認されるとライセンス番号を得ることができ 2
つをあわせてキー(鍵)となり再びソフトが使用可
能になるソフトウエアの新しい流通形態のことであ
る。

が検討され始める。

3つ目の段階が，社外リリース段階(96年3月

16 日 ~96年3月 26日)である。社内と一部の専門

的なユーザーにおけるβ版リリースを踏まえ

て，社外リリースが検討され始め，意味形成系

の言及が64%を占める。経営知と市場知の相互

作用が活発になる。利用可能期限を区切る"時限

爆弾"を入れるなどの工夫とともに，プレスリリ

ースをする方針が決定される。また製品名は

rPerMan Surfer波乗野郎」に正式決定された。

波乗野郎プレビューパージョンが社外に公開す

るためのホームページを社内サーバに設置し

た。

リリース助走期全体としての内容分析は，

64.3%を意思決定系の言及が占めており 3つ

の知識においては，技術知 (36.8%)，経営知

(44.7%)の2つの知識が措抗して知識編集の

イニシアチブをとった。このことは市場におけ

るβ版の反応を見ながら，製品を市場に投入す

るかにあたって，製品自体が完成度を上げる一

方で，販売システムを完成するために，知識が

編集されていたためだと考えられる。

4)検討期の内容分析

「検討期」は，ユーザーとの対話，即ち市場

知が増加していく中で，具体的に商品の性格を

反映した流通システム，製品の機能の特色につ

いての議論が最も活発に行われ，乙の研究開発

プロジェクトにおいて知識の大幅な相互作用が

起きた期間 (96年3月 26 日 ~96年4月 14日)であ

る。

この検討期は 3つの段階に分けてとらえる

ことができる。 1つ目は「市場との対話期J(96 
年3月 26 日 ~96年4月 2 日)であり，経営知中心に

そうした市場知の問いかけに対するレスポンス

が行われる。よってSM/DM分析では，意思決定

系の言及が50.7%を占めている。そうした市場

からの知識や情報の中味は，波乗野郎のダウン

ロードに関するダイレクトなレポートや問い合

わせが相次ぐ。またソフトウェア業界のプレス

各社からの問い合わせも重要な示唆をもたらし
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ている。顕著な例は，インターネット上で最も

読まれるニュース・ページを持つ IInternet

WatchJに乗せられた波乗野郎の使用レポート

であった。またこの時期，商業ネットNiftyの

BUGのフォーラムにも"渡乗野郎"の案内を載

せ，ダウンロードできることになった。また具

体的にWWWサーバでの販売方法(および受注

方法)についての議論が始まった。

2つ目の段階は「決済と流通模索段階J(96年
4月 2 日 ~96年4月 12 日 20時56分)で，経営知と市

場知の相互作用が活発に行われる。 SM/DM分

析的には意味形成系の発言が51.7%を占めてお

り，議論の不確実性が高くなっている。具体的

には， BUGと住友クレジットの共同実験として

の決済の技術的な枠組みが成立される。また，

増加し続けるユーザーからの問い合わせに応え

る形で，ダウンロードの仕組みについて議論が

始まる。

3つ目の段階は「機能論争段階J(96年4月12
日 23時31分~96年4月 14日)で，技術知と経営知

における活発な相互作用が行われた。具体的に

は，そもそもこの「波乗野郎プロジェクト」の

発端となった，社長の要望である「インターネ

ットを持ち運び、たい」というようなテーマの解

釈に関して，技術者の中心的な理解とプロジェ

クトリーダー側の理解が大幅に食い違っている

ことが判明した点にある。基本コンセプトは，

ユーザーの要望や商品の性格を優先形に変更さ

れる。 SM/DM分析では意味形成系の発言が

71.5%を占める。これはいかに，異質かつ両方

とも根拠を持った知識同士が融合するプロセス

にとって相互のコミュニケーションがいかに寄

与するかということを示しているといえる。

しかも，この議論についての決着は，結局電

子ネットワーク・コミュニケーションでぎりぎ

りまで前提事項や意見の差異が共有された末

に，直接対面コミュニケーションの場を設ける

ことによって，ブレインストーミング的に技術

者とプロジェクトリーダーが図表などを一緒に

っくりながら解決されている。また，エンジニ

アが在宅勤務であり，商品の対象となる一般ユ

ーザ、ーと同じ環境を利用していた点も，考察上

の大きなポイントとして指摘しておきたい。

検討期全体としての内容分析は， 59.8%を意

味形成系の言及が占めており 3つの知識にお

いては，経営知 (44.1%)，市場知 (44.1%)を

占めており，それぞれこの 2つの前半と後半の

知識編集のイニシアチブをとった。このことは

製品の正式な出荷が近づく中で，大きな商品と

してのビジネスシステム的な検討がなされる中

で，経営知と市場知がそれぞれ大きな役割を果

たすことによって，知識が編集されたためだと

考えられる。

5)仕上げ期の内容分析

「仕上け澗」は，ユーザーとの対話，即ち市

場知が増加していきながら，プログラムのデバ

ックや改良が進められ，販売のためのホームペ

ージが作成され，製品が完成される期間である

(96年4月 14 日 ~96年4月 30 日 )0SM/DM分析的

には意思決定系の発言が期間全体の58.3%を占

めている。新規ユーザーとの対話に対するレス

ポンスやキーウェアとしての方式の取り決め，

インターネットを使ってカード決済するシステ

ムの採用など，決定事項に関する報告，実行期

間としての性格が高いためであると考えられ

る。そのため技術知というよりは経営知 (47.5

%)と市場知 (45.0%)の相互作用がもたらす

比重が高い(図表11)。

4. ディスカッション

(1) タスクの成果特性

商品開発プロジェクトとしては，新規開発，

新市場開拓型の非常に環境不確実性の高いプロ

ジェクトであった。商品特性としてもインター

ネットのソフト・アプリケーションは非常に競

争が激しい市場である。『波乗野郎』が目指した

オートパイロット機能という製品特徴は，既存

の商業ネットワークのアプリケーションには支

配的な機能であったが，インターネットワーキ

ングの世界でそれらの機能が浸透するかどうか



128(580) 

|経営知 l
一一..JI

①l 
l市場知01_ _ _ul 

BUGプロジェク卜の進行

経済学研究 47'・3

to怒脚匂州制措脱出糊浄概概 おま対終検 討総持機 ~~芳捻線 、綿 糸$%-=*支 ::;'Xfi:諒滋 *%*拐さ 認捻~~<<~ tN 

立ち上げ期

SM/DM 

開発期

SM<DM 

リリース助走期

SM<DM 

検討期

SM>DM 

仕上げ期

SM<DM 
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図表11 SM/DMのパターンと相互作用

は，商品のイメージも含めて顧客にとってアプ

リケーション上の非常にきめ細やかな設定等が

可能かどうかに依存していた。つまり，多様な

ニーズを豊富に社内外との電子ネットワーク・

コミュニケーションの連携の中で具体的な商品

設計につなげることがポイントになっていた。

また社内の他のプロジェクト等に比較すると非

常に早期の納期設定をしており，時間資源の制

約が大きかったこと，そして商品の新奇性が高

いことが特徴であった。他のプロジェクトで用

いていた顧客と開発者の直接的な知識編集の共

有プロセスの形成が援用されたため，比較的ス

ムーズにインターネット直販型という新流通シ

ステムを確立することができた。これにはβ版

リリースなどのテストマーケティングが容易でb

あるソフト・アプリケーションの優れた点をう

まく活用したことも大きかった。これによって

タスク遂行プロセスのかなりはやい段階におい

て，顧客の知識を市場知として技術知の中に編

集することができた。

BUGにとっては，対個人市場に対する製品の

初めての成功であった。『波乗野郎』はダウンロ

ード数も目標をはるかにを越え，大手ノfソコン

商品のバンドル製品にプレビュー版が指定され

るなど，市場における草分け的な地位を確かな

ものにした。また1996年度の日経優秀製品・サ

ービス賞の中の日経流通新聞賞を受賞するな

ど，業界における全社的なプレステージにも大

きな貢献をした。新流通形態の確立といった点

で，技術的な成果を上げているとともに，市場

的成果としても個人市場のにおいて初めての成

功をもたらしたという点で，このプロジェクト

は大きなパフォーマンスだ、ったといえる。

(2) 内容の全期間分析

次に内容分析の観点から事例を考察する。ま

ず開発プロジェクトを 5段階に分けた上での全

期間にわたった分析について考える。通常，電

子ネットワーク・コミュニケーションの効能は

意思決定プロセスの迅速化にあると議論されて

きた。しかしながら，本研究におけるSM/DM分

析においては，全体として意味形成系の言及の

比重が意外に高いことがわかった(意味形成=

51.8%)。これは電子ネットワーク・コミュニケ

ーションの機能が確定された知識や情報の伝達



1997.12 組織における知識編集のメカニズム 山田 129 (581) 

もさることながら，不確定な事項に関する意味

形成的なやり取りを行う上で，創発的なプロセ

スを支援する機能があるということを示唆して

いる。

また発言分布の傾向については，電子ネット

ワーク・コミュニケーションにおいては，一般

的に導入後さまざまな立場の人聞が多くの発言

をする可能性について議論されているが，個別

プロジェクトの進行プロセスにおいては，プロ

ジェクトのコアとなるメンパーの発言が中心を

なしているということがわかった(コアメンノて

ーの発言=70.0%)。これは知識の相互作用を行

う上では，電子ネットワーク・コミュニケーシ

ョン上でもある程度コアとなる少数人が議論や

情報交流のイニシアチブをとる必要があること

を示唆していると考えられる。

プロジェクトは技術集約型の製品にであると

ともに，市場開発型でもあるという複合的な性

格を持っていた。よって中心を担った知識の割

合は，非技術知の比重が高いという結果となっ

た(非技術知の割合=80.1%)。このことは，プ

ロジェクトの推進プロセスにおいては多様な知

識の交流とイニシアチブが必要になるというこ

とを示唆していると考えることができる。

意味形成系の言及と意思決定系の言及との差

異は，製品が出荷間近となる仕上げ期にはいる

前に，その差異が顕著になるというパターンを

示している。このことは異なる知識を編集する

商品開発において，市場投入が近づいてきた時

点である一定の内省的な深い意味形成が組織的

に行われている可能性があることを示唆してい

ると考えることができる。

異なる知識間の交流率については，プロジェ

クトの立ち上げ期が最も高く，次に検討期に再

び高くなるというパターンを示している。この

ことは商品開発のプロジェクトにおいては，立

ち上げ期に異なる知識聞の交流が最も必要とな

り，市場投入間近の時期に再び異なる知識聞の

交流が必要になることを示していると考えられ

る。またプロジェクトが後半になるに従って，

市場知は概ね増加傾向にあることがわかった。

このことは市場投入が近づくにつれて市場知に

イニシアチブが集中し始めるということを示し

ていると考えられる。全体としての異なる知識

聞のSM-DMのパターン変化と相互作用は，ゆ

るやかに横型のS字になっている(図表2-5)。こ

のことは商品開発を一つのサイクノレと考える際

に，異なる知識が編集されていくと情報の意味

解釈のレベルが組織的に多義性の増幅と収束の

大きなうねりを経ているのだと捉えることがで

きる。

(3) 内容の期間別分析

次に開発プロジェクトを 5段階に分げた期間

別の内容分析について考えたい。まず，意味形

成系の言及と意思決定系の言及の差異の関係に

ついては，検討期以外は意思決定系が意味形成

系を上回っている。このことはプロジェクト組

織内において市場導入を前に内省的なモードが

知識の編集において働いているためであると考

えられる。開発段階別に言及の絶対量の変化を

みると段階別集計最大値が検討期，最低値が開

発期である。このプロジェクトが初めはプロジ

ェクトとしては比較的小規模の段階でスタート

し，徐々にたくさんの参加メンバーの相互作用

が深まっていったというプロセスを示している

ためであると考えられる。

知識別の集計量をみると最大値は経営知，そ

れに次ぐ値は市場知である。このことは電子ネ

ットワーク・コミュニケーション上での，今回

のBUGにおける最大の内容が顧客との対話と

それに従った機能の改善を巡る技術経営的な議

論であったことを示している。 SM/DMのパタ

ーン変化と相互作用をみると，立ち上げ期と検

討期に相互作用が大きくなっていることがわか

る。たとえば検討期においては，市場知を中心

に相互作用が起きている。

(4) 分析からの議論

以上の分析から次のようなことが考えられ

る。「二者択一，取捨選択，これが組織作りのす

べてだJ(Cusumano & Selby， 1995)と電子メ
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図表12 開発段階別グラフ

-Jレを活用する会社で有名なマイクロソフト社

の社長ビル・ゲイツは述べている。情報技術の

応用に焦点を置くソフトウェアなどの研究開発

の事例研究では，こうした効率性についての議

論がなされることが多い。しかし，内容分析の

結果からすると，製品開発のプロセスの中には，

そうした納期に向けた効率性を追求される側面

とともに，顧客本位の機能の付加や商品のマー

ケテインク。上のパッケージに関する議論が繰り

返し行われている。これらの製品の価値に関す

る意味を探索し形成するような側面は効率化と

互いに桔抗しあっているということが今回のデ

ータの検証によって示唆されている。インター

ネットなどのダイナミツクデータベースとして

の電子ネットワーク・コミュニケーションは，

情報共有のための資源的なプールという側面が

これまでは注目されてきた。また，更に動的な

側面に関しては，意思決定機能が迅速化される

点が着目され，その情報技術的なハードの高機

能が競われてきたが，その内容的な側面を知識

の編集という観点から考えると，プロジェクト

のテーマ性に沿った意味形成における同期化と

いう点での重要性が指摘できる。

ソフトウェア開発手法のメインフレームなど

の巨大な開発体制における中心的な手法は「ウ

ォーター・フォール型」といわれる方法である。

まずソフトウェアの仕様を決めて，何段階かで

詳細にブレークダウンし，実際にプログラミン

グするときは仕様書通りに書いていく。それに

対してマイクロソフトは同時並行して仕事を進

めながら，毎日同期化し，デ、バッグを行う「同

期安定型jの手法を採用しているという。各部

門聞の異なる役割を，あまり時聞をおかずに常

に相互作用を与え続けながら進行させることに

よって，質を向上させるのである。 BUGのエン

ジニアは，特に開発初期にこの手法を意識的に

使っているという。電子ネットワーク・コミュ

ニケーションがもたらす時空間の制約に対する

超越は，このような仕事のプロセスの相互作用

の多面化と深ぽり化をもたらし，意味の同期化

を可能にしていると考えられる。

今回の内容分析によれば，電子ネットワーク

において存在するのはデータや案件といった多

様な資源のプールというよりも，むしろメンバ
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一間のそれぞれの知の枠組み間の創発性的な相

互作用が展開する場としての側面が現れている

ように思われる。つまり，タスクにおける資源

の流れとともにその意味解釈に関するコミュニ

ケーションが流通することで，電子ネットワー

ク・コミュニケーションはむしろ知識の流れと

してとらえることができる。それは決定系の情

報とともに，疑問符や問いかけの発言が多くの

洞察を含めている場合がある。「近未来型の組織

におけるマネジメントの課題は，いかに良い解

答を示したかではなしいかに良い問いかけ，

本質的な質問を自己及び他者に発することがで

きるかにあるJ(寺本他， 1993， p288)といわれ
るようなコンセプトの生成プロセスが，プロジ

ェクトの立ち上げ期と市場投入間近の検討期で

は意思決定系の言及よりも意味探索系の言及が

増えるという事実によって示唆される。このこ

とは単に意味形成系の言及が増加することが望

ましいということを指しているのではなし異

なる 3つの知識が各開発の局面の状況に応じた

良いイニシアチブをとるように，順次入れ替わ

りしながら，相互作用を起こし，知識の質を上

昇させていると考えられる。

このように主体の組織的な立場が，構造的に

デザインされた役割やその硬直的な地位によっ

て担われるのではなしなるべく多くの内外の

知識を結集し，創発的に互いの知識に影響を及

ぼしあうことによってコラボレーションを千子

い，知識の質を高めていくことが知識編集であ

ると考えられる。知識にはレイヤーがあり，レ

イヤーの中にもいくつかの仕切りがあることに

よって，多様な情報を体系化することができる

と考えられる。しかし，こうした知識の枠組み

は， ドラスティックな内外の環境の変化によっ

てスピードも質も異なる情報の影響のため，す

ぐに翻弄されてしまう場合が大幅に増加してい

る。よって，それに対して同時多発的は知識編

集がなされることによって，その枠組みを柔軟

に変えることが必要になる。全体の組織の基盤

となっている矢口のパラダイムにおげる仕草且みを

意味形成軸

知識編集の螺旋的
上昇のベクトル

意思決定軸

図表13 全体としての知識編集の方向性

壊さずに，この内外の環境情報の変化に対応し

た組織の知の構造変革を行うためには，組織内

に存在する複数の知識の枠組みが相互作用を起

こしあうことによって，タやイナミックにノTラン

ス良く知識編集をする必要性があるのである。

そのため 3つの知識が相互作用を起こすこと

は，それぞれの組織における意味形成プロセス

と意思決定プロセスとが不可分に関わり合いな

がら，知識の編集が行われるためであると考え

られる(図表13)。

電子ネットワーク・コミュニケーションでは，

迅速にワークフローが束ねられるという以上

に，rインタラクションのある知の流れを創発さ
せる」という側面があることがわかった。「情報

をマネジメントするテクノロジーから“関係の

メディア"としてのテクノロジーへと発想を転

換すべきであるJ(Schrage， 1990， p253) とい

われるように，こうして知識の編集が異なる主

体聞において相互作用的に行われるということ

は，必ずしも階層的な関係や固定的な分業が資

源配分のメカニズム的に行われることに組織の

知的営為の本質があるわけではなく，資源とコ

ミュニケーションがネットワーク上に重層的に

意味の次元でコンセプトの形成に寄与する。そ

のことによって多少議論の暖昧さが多く発生し

たり，情報伝達のカオスがもたらされたとして

も，創発的な知識の相互接続がなされ融通し合

うことが，積極的な知識編集の機能面として捉

えることができる可能性を示唆している。
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元来意思決定は個人によって行われること

が，組織におけるオーソリティと責任の観点か

ら重視されてきたが，実際のプロジェクト運営

のプロセスは複数のメンバーにおける多義性の

拡散と収束をはらむ行為聞の相互作用が存在す

る。そのプロセスを経て、製品における技術的、

およびコンセプト的な内容面での知識の質は引

き上げられるために，限られた納期までの時空

制約下において，反復して多面的な視点から考

察することが重視され，プロジェクトは進行し

ている。つまり，知識編集を積極的に行うこと

が目指されているのではないかと考えることが

できる。それによって全体として知識のレベル

を上昇させることができ，製品が完成されると

いう，全体としての組織の知識編集のメカニズ

ムがあると考えられるのである。

V 結論と今後の課題

組織における知識編集のメカニズムを検討す

るにあたって，電子ネットワーク・コミュニケ

ーションに具体的な分析の焦点を当てた。それ

によって詳細な組織行動の記録に基づく分析を

することができた。本研究の結論としては次の

ようなことが導かれる。電子ネットワーク・コ

ミュニケーションには，効率性の上昇といった

利便性だけでなく，価値ある知識の創出手段と

しての側面もあるということ。そして電子ネッ

トワーク・コミュニケーションには，異なる知

識の相互作用を促す知識の編集プロセスが存在

すること。知識の編集メカニズムは，意味形成

プロセスと意思決定プロセスによって構成され

ており，その2つの機能によって多義性の増幅

と収束がバランス良くサイクルとして成立して

いるということが明らかになった。

本研究は，これまでの電子ネットワーク・コ

ミュニケーションの研究を推し進めて，情報技

術がビジネスシステムにおける組織的知識の流

れを実質的に変えているのかを，知識編集とい

う新しい観点から内容分析という言語学に基づ

く手法を電子メールの分析手法として再開発す

ることによって検討した。組織における情報の

解釈と意味形成というものが，既存の知を前提

とした単一的な解釈に基づく意思決定によって

ではなく，複数の知識が段階によって組み変わ

り，動的に影響を与え合うことによって成り立

っていると考えられるためである。

これからの課題として解明されなければなら

ないのは，ビジネスの現場的には対面コミュニ

ケーションに基づく知識の編集過程や創発的な

対話のプロセスもより豊かに行われることによ

って，知識の編集が推進されていると考えられ

る点にある。電子ネットワーク・コミュニケー

ションと対面コミュニケーションは相互補完的

な並列チャネルによって，ビジネス・コミュニ

ケーションを成立させているのである。本稿は

このような複合的なプロセスについての分析的

な検討として十分ではない。また，そうした相

互補完関係がスムーズに連動されるためには，

相互的な信頼に基づく情報の場というものが大

きな機能を果たしていると思われる。今後は，

複数の事例研究を通して，情報の場の研究を踏

まえて電子ネットワーク・コミュニケーション

と対面コミュニケーションの相互補完性につい

て，実証的にアプローチすることが課題である

と考えられる。
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